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研究成果の概要（和文）：本研究は、SNSなどを通して援助の依頼情報を提示した際に、利他的行動を促すよう
な情報提示の在り方やインタフェースデザインの方法論を検討した。研究の結果では、支援の依頼者が困ってい
る内容を具体的に示すことや、支援の手段をわかりやすく示すことによって、支援を受けられる可能性を高める
ことができることがわかった。一方で、情報量を増やし、大規模サイトのようなデザインにすると、責任分散が
起こる可能性があることもわかった。

研究成果の概要（英文）：In this research, when presenting request support information on social 
assistance through SNS, we examined the way of presenting information and interface design method to
 encourage altruistic behavior. As a result of the research, it was shown that it is possible to 
increase the possibility of receiving support to showing concretely what the person who need support
 are having troubled and showing option of support in easy to implement option. On the other hand, 
increasing the amount of information and designing which is like a major portal site showed that 
there was the possibility of diffusion of responsibility.

研究分野：ユーザエクスペリエンスデザイン, デザイン学
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１．研究開始当初の背景 

 昨今、人々の協力的な行動を前提とした社
会的資源の最適化が課題となっている。例え
ば、東日本大震災以降に起こった電力消費量
のピークカットのための節電協力や、新型イ
ンフルエンザなどパンデミックワクチンの
優先接種の法制化などがある。本研究ではこ
れを“譲り合いの課題”と呼ぶ。またこの課
題を解決すべく、現在得られるはずの自己の
利益や権利を譲る行動を、人の利他的行動の
一つと捉え“譲り合い行動”と呼ぶ。 

人間が元々持っている公共性や利他性の
メカニズムについては、社会心理学分野にお
いて研究がなされている。代表的例として
Batson による利他的動機付け理論がある[1]。
従来の利他的行動研究は人間の心理的メカ
ニズムの解明を目的としており、理論を実際
の社会的課題の解決のために応用する目的
の研究はほとんどないのが現状である。ここ
で言う応用というのは、利他的行動の動機付
け理論等に基づいて、より一層利他的行動を
促すようなサービスやシステムなどを構築
することを指している。 

本研究の着想は、クラウド技術や情報通信
サービスの発達により社会全体の状態がリ
アルタイムに把握でき、また人々の相互の情
報交換が容易にできるような現在の環境が
あれば、必要な情報さえ提示することができ
れば、社会的状況判断が促進され個人の利他
的行動が誘発される確率も高まるのではな
いかという仮説に基づいている。 

 

２．研究の目的 

 本研究は、SNS（Social Network Service）
などオンラインコミュニティや援助を目的
としたアプリケーションを人々が利用して
いることを想定し、譲り合い行動を含む援助
行動を促すための援助依頼情報の提示方法
を含む、ユーザーインタフェースを設計する
理論の確立を目指すものである。具体的な例
で説明すると、電車の車内で座席を譲ってほ
しいと感じている内部疾患や妊婦がいた場
合に、席の譲り合いを促すスマートフォンの
アプリケーションがあったとする。そのアプ
リケーションでは、どのように譲り合いを促
したら、譲ってくれる人が増えるだろう。あ
るいは、援助のために募金や援助品の提供を
求めているときに、SNS でどのように依頼情
報を提示したら、一人でも援助してくれる人
が増えるだろう。 

このように、社会的な課題解決のために、
人々の利他的行動を促すことを目的とした
画面のデザインや情報提示のあり方などを
検討することが、本研究の目的である。 

 

３．研究の方法 

 本研究では、インタフェースとしてのデザ
インのあり方を検討するため、譲り合い行動
を含む援助の依頼情報が電子メディア上で
提示された上で、人々が援助するかどうかを

判断することを前提とし研究を進めること
とする。 
 研究では以下の 5 つの過程を経て進める。 
（1）援助依頼情報を提示する際に、ネット
上の仕組みの違いによる影響を検討する。具
体的には、電子メールのように受け取る個人
が特定される形式で提示されるものと、掲示
板や SNSのタイムラインのように、他者も閲
覧していることを前提とした形式で提示さ
れる場合で、利他的行動の判断に影響がある
かを検討する 
（2）様々な援助依頼情報が提示された際に、
どのような過程を経て判断されているかに
ついて、実験によって把握する 
（3）様々な援助依頼情報を、（2）で解明さ
れた判断過程に基づいて、より利他的な行動
を促すように情報提示方法を意図的に変化
させた場合に、援助行動を増やすことができ
るかについて実験を行い検証する 
（4）利他的行動を促すインタフェースを持
ったアプリケーション等を設計する際に、タ
ーゲットとすべきユーザー層について検討
するため、利他的行動を促すアプリケーショ
ンのコンセプトを複数提示し、その受容性を
検討するとともに、ユーザー特性について分
析する 
（5）本研究が目的とする利他的行動を促す
インタフェースに関する研究会を開催し、研
究成果の共有と議論を深め、社会問題を解決
する目的でのヒューマンインタフェースデ
ザイン研究の必要性と進展を図る 
 
４．研究成果 
 研究成果について、研究の方法の（1）〜
（4）に対応するように概要を紹介する。 
 
（1）地域住民がネットコミュニティで援助
を頼むことができる“地域 SNS”があると想
定し、援助依頼情報の伝え方の仕組みによっ
て、援助行動の意思決定や意欲がどう異なる
かを実験した。1 つはメッセージ方式で電子
メールのように閲覧者を特定した場合、もう
一つは掲示板方式で、多くの閲覧者がみる可
能性がある場合である。過去の研究では、ネ
ット上でも責任分散が起こることが指摘さ
れており、掲示板形式では利他的行動が促さ
れにくい可能性が予想される。 
また、「自分事＝自我関与」効果を考慮し、

援助をお願いする対象者属性を依頼情報に
明示する／明示しないの要因も加味した。 
実験は上記 2要因混合計画（参加者間：方

式、参加者内：依頼対象者属性の明示）とし、
20 名の大学生を協力者として行った。なお、
提示刺激はメッセージ・掲示板とも同様であ
るが教示での説明を変えるのみとした。 
結果は、メッセージ方式か掲示板方式かの

違いだけで、援助行動の判断が異なり、メッ
セージ方式の方が依頼内容を無視せず、内容
を確認する行動が見られた。だが実際に利他
的行動の判断には差がなかった（図 1）。 



図 1 援助依頼情報の違いによる利他的行動 
 
（2）（1）の実験ではメッセージ方式の方が、
援助依頼情報が確認されやすいことが確認
されたが、実際の利他行動判断には差がなか
った。そこで、SNS 上で援助依頼の情報画面
を提示すると想定し、こうした情報手がかり
に対して、閲覧者はどのように反応するかに
ついて実験により把握した。 
 実験は、4種類{依頼 1：国際問題への寄付、
依頼 2：国際問題への物資支援（毛布）、依頼
3：地域問題への物資支援（バザー）、依頼 4：
地域問題への活動参加（ゴミ拾い）}の援助
依頼情報を、先行研究等を参考に必要と思わ
れる手がかりを踏まえて画面作成した上で
（図 2）、10 名の大学生に対してインタビュ
ーを行った。得られた発話から、利他的行動
の意思決定プロセスに着目し、修正版グラウ
ンデッドセオリー・アプローチにより、判断
プロセスを導出した（図 3）。 

図 2 提示した援助依頼画面の例 

図 3 援助行動の判断プロセス概念図 
 
 この結果に基づき、画面の情報要素と判断
プロセスへの影響を検討し、より多くの援助
を得られるためのデザインの方向性 5つを導
出した（表 1）。 
 

表 1 援助依頼情報の改善方針（概要） 

①依頼主が十分に知られていないと考えら
れる個人や団体の場合、通常よりも依頼主
の情報量を増やす 

②困っていると感じてもらえないと援助は
行われない。依頼文章には必ずどうして困
っているかを説明し、必要に応じて援助対
象が写った写真、困っている人の声などの
情報を追加する 

③（閲覧者が）「自分が助けた」という実感
を得られるような情報があれば追加する 

④援助の手段はわかりやすく提示する 
⑤援助内容を身近に感じさせる関連情報を
提示するなどして、自分ごと意識を高め責
任分散を防ぐ工夫をする 

 
（3）（2）で用いた援助依頼画面を、表 1の 5
つの改善方針に基づいて改善し、両者を提示
して援助の判断や意欲を測定することで、実
際に利他的行動を促すことができているか
について検討した。実験は 2回実施した。実
験 1 は（2）の実験で使用したものと同じ画
面を用いたもので、実験 2はこれを表 1の方
針に基づいて改善したものである（図 4）。 

図 4 図 2を表 1に基づいて改善した 
援助依頼画面（改善例） 

 
 いずれも対象者は、普段から SNSを使って
いる 20〜39歳の 600 名の男女を、5歳刻みで
男女それぞれ 75 名ずつ割り付けを行いサン
プリングした。なお、実験 1と実験 2はサン
プルが異なるが、同様の方法で行った。サン
プリングは、過去の援助経験などを比較して
も、有意な差はなく等質なサンプルを得られ
た。実験は Webアンケート形式とした。 
 実験 1 と実験 2 の結果を比較したところ、
援助しても良いと判断した比率（援助率）が
向上したのは、依頼 3（バザー）のみだった。 
  

表 2 援助率、援助意欲の変化 

  

援助率（%） 援助意欲（平均） 

実験 1 実験 2 実験 1 実験 2 

国

際 

依頼 1 

（寄付） 
36.8 36.2 4.0 4.0 

依頼 2 

（毛布） 
51.0 50.7 4.2 4.2 

地

域 

依頼 3 

（バザー） 
41.3 48.6* 3.9 4.0 

依頼 4 

（ごみ） 
46.7 51.7 4.1 4.1 

(援助率はχ2 乗検定、やってあげる意欲は t 検定で検

定, * p <.05) 

**

*

χ2 = 22.0, df = 6, p < .01

* p < .05

** p < .01  



 
 さらに依頼情報に対する印象を把握して
分析したところ、実験 1と 2 の間で有意な差
はないものの、特に、依頼 1（寄付）、依頼 2
（毛布）で、「援助対象者へのネガティブ印
象」と「援助に対する人任せ」の 2つの印象
の因子がネガティブな方向に増加しており、
改善後の方が却って印象が悪くなっている
傾向が見られた。このことは予想外の結果だ
った。 
 印象が悪くなった理由を考察すると、表 1
に示したように、なるべく多くの人に利他的
な行動を促せるような情報を提供する改善
を行ったため、特に依頼 1（寄付）の依頼画
面は、大手ポータルサイトの募金・寄付ペー
ジのような、多くの人を対象にお金を集める
ページと同じような印象のデザインとなっ
た。このため“自分が寄付をしなくても、も
っと多くの人を対象に募っているようなの
で問題ない”という、責任分散が発生してい
るものと考えられる。このことは、（1）で行
った実験において、掲示板形式で見られた結
果と同様と考えられる。 
 一方で、依頼 3（バザー）では援助の意思
決定率が有意に向上した。これは、図 2で示
した写真が問題の状況を表したものでなく、
困り度を的確に表現できていなかったもの
が、改善されたためと考えられる。 
 これらのことから、表 1の一部は検証され
たものの、依頼の種類との交互作用も考えら
れるため、さらなる研究を要すると考えられ
る。 
 
（4）先行研究から利他的な行動を取りやす
い人とそうでない人には差があることが明
らかである。しかし、これまでの実験の分析
を通して既存の利他的行動尺度では、十分な
説明力がないこともわかった。利他的な行動
を促すインタフェースを設計するためには、
具体的なターゲットを示す必要がある。つま
り、どのようにアプローチをしても利己的に
しか振る舞うことができない人も存在する
ため、インタフェースで促す具体的なターゲ
ットを定めることが求められる。 
 （3）で行った 2 つの大規模な Web アンケ
ートデータから、利他的行動尺度と利用して
いる SNSの数の間に相関があることがわかっ
た。つまり SNS の利用は本研究が対象として
いるネット上の社会性を示す指標となりう
る可能性がある。また、（3）の研究では地域
問題の 2つの依頼情報については改善傾向が
見られたことから、地域への関心度の強さも
関連していることが想定される。 
 そこで、SNS の活用度と地域愛を測定でき
るようにした上で、譲り合いや助け合いを促
す 4つのアプリケーションサービスの概要を
提示し、その受容性を検討することで、本研
究がターゲットとするべき層を示すことと
した。 
 調査は（3）と同様に 600 サンプルを取り

分析した。その結果、SNS の活用度と地域愛
の両者ともサービスの受容性に強い影響が
認められた。 
 これらの結果を踏まえ、図 5 のような仮説
的なユーザーセグメントを検討した。本研究
では、右上および左上の 2つの属性層を当面
の対象としていくべきであることが示唆さ
れた。 

図 5 本研究がターゲットとすべき層の仮説 
 
（5）本研究のインパクトは、利他的行動を
促すユーザーインタフェースを設計すると
いう概念を示すとともに、それを実現するた
めの理論となる基礎的な研究を実験に基づ
き検討した点にある。まだ設計理論の確立に
は至っていないが、今後研究すべき課題が明
確となった。 
 本研究の考え方は従来には存在せず、新し
い設計・デザインの考え方であるといえる。
そこで、この考え方を「利他的 UX（ユーザー
エクスペリエンス：ユーザー体験）デザイン」
と名付けた。この研究の目的は、理論を確立
するとともに、それによって社会的課題の解
決を少しでも図ろうとするものである。その
ため、研究を深めるのみならず広めるととも
に社会実践の呼びかけを行うことが必要で
ある。 
 こうしたことから、2018年 3 月 3日「第 1
回の利他的 UX フォーラム」をイトーキ東京
イノベーションセンターにて開催した。登壇
者は 6名で、参加者は 135 名だった。 
 現在、この研究成果を踏まえ、地域見守り
を地域の人々がスマートフォンを通して行
うシステムのインタフェース設計に応用し、
社会実践としてさらに研究を深めていく予
定である。 
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